
An empirical study on the effect of university
knowledge for innovation activitie

言語: jpn

出版者: 

公開日: 2019-07-10

キーワード (Ja): 

キーワード (En): 

作成者: Kanam, Daisuke

メールアドレス: 

所属: 

メタデータ

https://doi.org/10.24517/00054852URL
This work is licensed under a Creative Commons
Attribution-NonCommercial-ShareAlike 3.0
International License.

http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/


Ⅰ　はじめに

企業はイノベーションの創出を目指す活動の中で，様々な問題に直面する。

そしてこれらの問題を解決するプロセスでは，社会に広く分布している知識

を活用し，新たな知識を生み出していくことが必要となる。とりわけ，技術

が高度化し複雑化していくと，自社の活動にとって必要な様々な知識の修得

も単一の企業では困難になってくる。このような状況の中では，他の組織と

連携し，そこから学習しつつ，事業における全体最適を目指すことが求めら

れる。有効な知識は，サプライヤー，ユーザ，大学，競合他社，異業種の企

業など，あらゆる外部組織からもたらされる可能性がある。したがって，企

業は組織外にあるこれらの知識の獲得，利用を効果的に行うことが求められる。

そこで本研究では，組織間の知識移転経路の１つとして，近年急速に結び

つきが強くなった企業と大学の関係に注目する。一般的に，これらの関係に

おいては，大学から企業への技術移転が重要な要素として受け取られ，大学

から企業へ科学的知見，製品アイデア，特許など，既にできあがった技術的

知識が流れる事実に関心が寄せられる傾向にあった。しかし，大学と企業の

相互関係は，これらの狭い意味での知識移転に限定されるものではない。産

学連携における大学から企業へのサービスは，多くの場合，大学から企業へ

のコンサルティングという形式で提供される。つまり，大学と企業の間の知

識移転とは，主体間に知識やアイデアが流れ，イノベーション機会が提供さ

れるだけではなく，イノベーションからの利益を得られる能力が移転される
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こととして理解される（Breschi & Lissoni, ２００１; 馬場・後藤，２００７）。
そこで本研究では，知識の価値化がなされる局面として，企業がイノベー

ション活動を行うにあたり直面する隘路に着目した。イノベーション活動は

不確実性が高く長期的な取り組みが求められるが故に，企業は資金や人材の

確保，市場の変化への対応，標準や規制への対応など，様々な隘路に直面す

る。直面する隘路が異なることによって，効果的な外部知識の獲得経路や知

識源も異なることは容易に想像される。

本研究では，企業は様々なイノベーション活動上の隘路を解決するために，

外部組織の知識を戦略的に獲得し活用する取り組みを行っていると仮定し，

どのような隘路に直面した時，大学の知識にアクセスしているのかを，日本

の企業を対象とした質問票調査結果を用いて計量的に探索した。さらに，隘

路の違いや，大学の知識の活用の有無が，企業のイノベーション活動の成果

にどのような影響を与えているのかについても分析した。

Ⅱ　先行研究と本研究の問題意識

外部知識の効果的な活用の重要性が高まることに伴い，急速に産業界と大

学や公的研究機関の結びつきは強くなった（Katz & Martin, １９９７; Inzelt, ２００４; 
Agrawal, ２００１; Rahm, １９９４）。企業においては，いかに既存の外部知識を吸収
しそれに新しい知見を付け加えるかというダイナミックな知の創出プロセス

が注目される（後藤・小田切，２００３；Nelson & Winter, １９８２）。
そしてこれらの効果を総合的に評価しようという実証研究も行われるよう

になった。例えばThursbyらは，米国とカナダをフィールドに産学連携活動に
おける知識移転に関する調査を行った（Thursby & Thursby, ２００１）。この結果に
よると，大学の研究活動の成果を移転するプロセスにおける重要な活動とし

て，非公式な会合も含めた企業と大学の研究者同士の交流が一番に挙げられ

た。またCohenらは，主に製造業に属し，かつ研究開発活動を実施している
企業の研究部門に対し，企業の研究活動に対する大学等の公的研究活動の知

識源を４段階で評価してもらうよう求めた（Cohen, Nelson & Walsh, ２００２）。こ
の結果より，企業が大学等の知識源として有効活用しているのは，学術論文，
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非公式な交流，学会や研究会であることがわかった。

これらの研究から，一般的に企業は，イノベーション活動における知識源

として大学に一定の評価を与えていることがわかる。企業が大学から知識を

得る際の媒体やチャネルとしては，学術論文，非公式な交流，学協会が最も

活用されている。

また，どのようなタイプの企業が大学と共同研究を行っているかという視

点において，Veugelers & Cassiman（２００５）は，ベルギーの７４８社を対象とした
質問票調査の結果から，中小企業よりも大企業の方が大学へアクセスする頻

度が高く，主にコストシェアリングを目的としたものであることを示した。

また，López-Fernández, Serrano-Bedia & García-Piqueres（２００８）は，スペインの
３,９６４社を対象とした質問票調査を用いて，大学と共同で研究開発を実施する
要因について分析を行った。その結果，企業規模，内部研究開発費売上高比

率，事業規模等が大学と共同研究開発を実施する要因として影響しているこ

とを示した。

これらの先行研究の結果からは，大学の知識源を利用する要因として，企

業規模や研究開発比率の大きさが影響していることがわかる。しかし，企業

のイノベーション活動において直面する隘路と，大学の知識へアクセスする

要因の関係に関する実証分析はごく一部に限定されている。先に述べたよう

に，企業がイノベーション活動を行う際には様々な隘路に直面している。そ

れらの隘路が異なれば，アクセスすべき外部知識の獲得チャネルや知識源も

異なることが予想される。したがって，大学の知識源やその活用経路も，こ

れらの隘路によって変化すると考えるべきである。そこで本研究では，科学

技術・学術政策研究所が実施した「第２回全国イノベーション調査」（以下，J-
NIS２００９）の個票データ（企業レベル）を用いて，企業はどのような隘路に直面
した時に，より頻繁に大学の知識へアクセスしているのかについて，探索的

な分析を試みた。

また，アクセスした大学の知識は企業のイノベーション活動に一定の影響

を与えていると考えられる。つまり直面する隘路によって知識源へのアクセ

スが変化するとすれば，イノベーションの達成度も異なってくると考えられ

る。そこでJ-NIS２００９を用いて，大学の知識の活用の有無による実際のイノ
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ベーションの達成度を，技術面と収益面の２面から分析した。このように本

研究では，①イノベーション活動における隘路と大学へのアクセスの関係，

ならびに②大学へのアクセスとイノベーションの成果の関係を連続的に捉え

ることを目的とした。さらに本研究では，イノベーションの成果を技術と収

益の両面から探索することで，先行研究に対する新たな発見事実の提供を試

みた。

Ⅲ　方　　法

　１．分析データ

本研究で用いるJ-NIS２００９は２００９年に実施され，２００６-２００８年度にかけての
民間企業のイノベーション活動の実態を調査している。調査対象は従業者数

１０人以上の農林水産業，鉱業，製造業，建設業，サービス業に属する民間企

業であり，調査票配布数は１５,７８９社，有効回答数は４,５７９社だった。このうち
プロダクト・イノベーションを実現したのは１,４４０社であった。本研究では，
これらプロダクト・イノベーションを実現した企業を対象に，直面した隘路

と大学の知識活用の関係，大学の知識の活用の有無による実際のイノベー

ションの達成度を分析した。なお，各産業に含まれる企業数を表１にまとめ

た。

また上で述べたように，企業のイノベーション活動には様々な隘路が存在

し，隘路の性質によってアクセスすべき外部知識も異なるとことが予想され

る。さらに，大学への期待は既にできあがった技術的知識の移転だけではな

く，イノベーションからの利益を得られる能力が移転されることにある（馬

場・後藤，２００７）。本研究でもこの考えに基づいて，企業が大学の知識にアク

セスする際の動機を，完成された技術的知識の獲得に限定するのではなく，

大学から知識や能力が移転されることによってもたらされる様々な隘路の解

決を分析の対象とする。そこで本研究では，J-NIS２００９において設定されてい
るプロダクト・イノベーションの隘路の中から，技術的な要因に加え，資金

的な要因，人材に関する要因，規制に関する要因，新製品やサービスへの需

要に関する要因も合わせて抽出した。
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　２．検証方法

　敢　直面した隘路と大学の知識活用の関係

まず直面した隘路によって，知識源である大学の活用の程度が異なるかを

検証する推定モデルを提示する。推定モデルの被説明変数は知識源としての

大学の利用で，利用した場合は１，それ以外は０となる。本稿のような被説

明変数が２値変数のケースにおいて，最小二乗法を用いて推定を行うと，誤

差項が正規分布に従うという仮定が満たされない。そのため，本稿ではプロ

ビットモデルを用いて推定を行った。

本分析の鍵となる隘路に関する説明変数には，上で記した５つのプロダク

表１　産業別標本数

比率
（％）

企業数
（社）

比率
（％）

企業数
（社）

ハイテク製造業ローテク製造業
１.６１６２５　医薬品製造業３.６３６１　食料品製造業
１.４１４２６　電子計算機・同附属装置製造業２.４２４２　飲料・たばこ・飼料製造業
２.４２４２７　電子部品・デバイス・電子回路製造業２.３２３３　繊維工業（４を除く）
１.８１８２８　情報通信機械器具製造業（２６を除く）１.０１０４　衣服製造業
３.３３３２９　業務用機械器具製造業０.５５５　なめし革・同製品・毛皮製造業
０.５５３０　時計・同部分品製造業０.７７６　木材・木製品製造業（９を除く）
０.７７３１　航空機・同附属品製造業２.０２０７　パルプ・紙・紙加工品製造業

１.２１２８　印刷・同関連業
ハイテクサービス業１.５１５９　家具・装備品製造業

１.９１９３２　ソフトウェア業２.０２０１０　その他の製造業（３０を除く）
１.２１２３３　情報サービス業（３２を除く）
０.３３３４　インターネット附随サービス業ミディアム・ローテク製造業

０.６６１１　石油製品・石炭製品製造業
非製造業２.３２３１２　プラスチック製品製造業

０.８８３５　農林水産業１.１１１１３　ゴム製品製造業
０.２２３６　鉱業・採石業・砂利採取業２.０２０１４　窯業・土石製品製造業
３.１３１３７　建設業１.８１８１５　鉄鋼業
０.６６３８　電気・ガス・熱供給・水道業２.４２４１６　非鉄金属製造業
６.１６１３９　情報通信業３.２３２１７　金属製品製造業
１.９１９４０　運輸業・郵便業０.４４１８　船舶製造・修理業・舶用機関製造業
１３.２１３２４１　卸売・小売業
３.２３２４２　金融業・保険業ミディアム・ハイテク製造業
１.８１８４３　不動産業・物品賃貸業３.６３６１９　化学工業（１を除く）
３.７３７４４　宿泊業・飲食サービス業２.９２９２０　はん用機械器具製造業
４.８４８４５　その他サービス業４.５４５２１　生産用機械器具製造業

４.２４２２２　電気機械器具製造業
１.９１９２３　自動車・同附属品製造業
０.９９２４　輸送用機械器具製造業（１８，２３，３１を除く）
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ト・イノベーションの隘路を用いた。特定の隘路の直面した際，それを解決

するために大学の知識を利用する傾向にある場合，これら説明変数の係数は

正の値となる。

ただし，知識源として大学を利用するか否かを決定する際に，イノベーショ

ンの隘路以外の多くの要因が影響を与えているはずである。これら要因をコ

ントロールすることを目的に，本稿ではVeugelers & Cassiman（２００５）に基づき，
売上高（対数），内部研究開発費売上高比率，大学以外に利用した知識源の数，

イノベーションから得られる収益を確保する際の法的保護の有効性，戦略的

手段の有効性を用いた。

また，Veugelers & Cassiman（２００５）では産業の異質性をコントロールするた
め，国際産業標準分類の中分類に基づく産業ダミーを使用している。本稿で

も日本標準産業分類中分類に基づき，産業ダミーを作成することが考えられ

たが，変数が０か１となるため，標本数の少ない産業で全企業が同じ回答を

し，推定できない問題が生じた。そのため，本稿では産業の異質性をコント

ロールする変数として，OECD（２０１１）が提示する区分に従い，製造業をハイ
テク（High-technology），ミディアム-ハイテク（Medium-high-technology），ミ
ディアム-ローテク（Medium-low-technology），ローテク（Low-technology）の４
つに区分した。同区分は売上高・研究開発支出比率と付加価値・研究開発支出

比率を基準に分類が行われている。サービス業についても，Schricke, Zenker & 
Stahlecker（２０１２）による区分（ハイテク-サービス，マーケット型サービス業，金
融業，その他サービス業）を用いることが考えられるが，こちらについても標本

数の少ない産業で推定できないケースが生じたため，本稿では上の区分のうち，

イノベーション活動と比較的関連していると想定されるハイテク-サービス
業のみ区別し，残りを農林水産業，鉱業，建設業と一括にして非製造業とし

て扱った。

なお企業活動および成果については，産業間の異質性だけでは除去できな

い産業内の異質性の影響が大きいことをSyverson（２００４）は指摘している。本
稿では，各企業が直面する市場構造を示す競合他社数，市場規模拡大の有無

をモデルに組み込み，この産業ダミーでは捉えきれない各企業が直面する市

場環境の影響もコントロールしたモデルも推定した。各変数の詳細および定
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義は表２に記している。

　柑　大学の知識の活用の有無とイノベーションの成果の関係表２　変数の説明

定義変数
表３でaと回答した企業は１，bと回答した企業は２，…，
fと回答した企業は６となる技術的優位性

表４で１と回答した企業は１，２と回答した企業は２，…，
６と回答した企業は６となるプロダクト・イノベーションの収益割合

イノベーション活動の知識源として大学を利用した企業
は１，それ以外は０のダミー変数知識源としての大学の活用

イノベーション活動における隘路として，技術不足に直
面した企業は１，それ以外は０のダミー変数技術的な要因

イノベーション活動における隘路として，資金不足に直
面した企業は１，それ以外は０のダミー変数資金的な要因

イノベーション活動における隘路として，人材不足に直
面した企業は１，それ以外は０のダミー変数人材に関する要因

規制への対応がイノベーション活動における隘路となっ
た企業は１，それ以外は０のダミー変数規制に関する要因

新製品・サービスの需要の不確実性がイノベーション活動
における隘路となった企業は１，それ以外は０のダミー変数新製品・サービスの需要に関する要因

２００６年度の売上高の対数値売上高（対数）

２００６年度の売上高に占める内部研究開発費の比率内部研究開発費売上高比率

大学以外の知識源としてアクセスした組織（グループ企
業，供給業者，クライアント，民間研究機関，公的研究
機関，競合他社）の数

大学以外に利用した知識源の数

イノベーションから得られる収益の確保手段として，特
許等の法的保護が有効だった企業は１，それ以外は０のダ
ミー変数

法的保護の有効性

イノベーションから得られる収益の確保手段として，市
場への先行投入，設計等の複雑化，秘匿が有効だった企
業は１，それ以外は０

戦略的手段の有効性

競合他社が２社以下の企業は１，それ以外は０のダミー変
数（推定の際の基準として利用）競合他社数Ⅰ

競合他社が３〜５社の企業は１，それ以外は０のダミー変数競合他社数Ⅱ
競合他社が６〜１０社の企業は１，それ以外は０のダミー変数競合他社数Ⅲ
競合他社が１１〜２０社の企業は１，それ以外は０のダミー変数競合他社数Ⅳ
競合他社が２１社の企業は１，それ以外は０のダミー変数競合他社数Ⅴ
国内・海外市場を問わず，自社の主要製品の市場規模が
拡大した企業は１，それ以外は０のダミー変数市場規模拡大の有無

表１のローテク製造業に含まれる企業は１，それ以外は０
のダミー変数ローテク製造業

表１のミディアム・ローテク製造業に含まれる企業は１，
それ以外は０のダミー変数ミディアム・ローテク製造業

表１のミディアム・ハイテク製造業に含まれる企業は１，
それ以外は０のダミー変数ミディアム・ハイテク製造業

表１のハイテク製造業に含まれる企業は１，それ以外は０
のダミー変数ハイテク製造業

表１のハイテクサービス業に含まれる企業は１，それ以外
は０のダミー変数ハイテクサービス業
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次に大学の知識活用がイノベーションの成果に及ぼす影響を検証するモデ

ルを提示する。推定モデルの被説明変数には，実現したプロダクト・イノベー

ションの技術的な成果を示す変数として，「実現したプロダクト・イノベー

ションと同等の製品・サービスを競合他社が実現するのに要する期間（技術的

優位性）」を用いた。高い技術を有した製品・サービスほど競合他社の模倣が

困難となるため，この数値が大きいほど技術的なインパクトが大きいと評価

した。これらの変数は表３のように質問されているので，順序ある離散値と

して扱った。したがって，推定にはオーダード・ロジットモデルを用いた。

プロダクト・イノベーションの収益面での影響を示す変数には，全売上高

に占めるプロダクト・イノベーションの売上高の割合（プロダクト・イノベー

ションの収益割合）を用いた。この全売上高に占めるプロダクト・イノベー

ションの売上高の割合も，J-NIS２００９では表４のように１〜６の順序ある選択
肢として調査されているので，本稿では被説明変数を順序ある離散値として

扱った。表４からもわかる

通り，この数値が大きくな

るほど実現したイノベー

ションから得られた収益は

大きいため，自社にもたら

す金銭的な影響は大きいこ

とになる。

ここで鍵となる説明変数
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表４　J-NIS２００９における質問方法（プロダクト・イノベーションの収益割合）

５０％
以上

２５％
以上
５０％
未満

１０％
以上
２５％
未満

５％
以上
１０％
未満

１％
以上
５％
未満

０％
以上
１％
未満

６５４３２１a．プロダクト・イノベーションが２００８年度の
売上高に占める割合

１．あり　２．なしb．市場にとって新しいプロダクト・イノベー
ションの有無

６５４３２１
市場にとって新しいプロダクト・イノ
ベーションが２００８年度の売上高に占め
る割合

表３　J-NIS２００９における質問方法
（技術的優位性）

実現したプロダクト・イノベーションと同等のプロダク
ト・イノベーションを競合他社が実現するまでの期間

a．半年未満
b．半年〜１年未満
c．１年〜３年未満
d．３年〜５年未満
e．５年〜１０年未満
f．１０年以上
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は知識源としての大学の利用の有無（大学の知識利用の有無）である。この変

数の係数の値が正であれば，大学の知識の利用が技術的もしくは収益的に大

きな成果をもたらしたことになる。また，イノベーションの成果に影響を及

ぼすその他の要因を検討するに当たって，Cohen（２０１０）を参照した。Cohen
（２０１０）はイノベーションの成果に影響を及ぼす要因として，企業規模，技術

機会，専有可能性，産業の異質性を指摘している。企業規模を示す指標は数

多く挙げられるが，本稿ではデータを得ることができた売上高を用いた。技

術機会には先行研究を参考に内部研究開発費売上高比率と大学以外に利用し

た知識源の数，専有可能性にはイノベーションから得られる収益を確保する

手段の有効性，産業の異質性には産業ダミーを用いている。産業ダミーの内

容は上の推定で用いたものと同様である。なお，本項の推定モデルでも産業

の異質性に加え，産業内の異質性を示す変数として，市場の競合他社数，市

場規模拡大の有無を加えた。

ただし，本項の推定を行うにあたっては，説明変数の内生性の問題を考慮

する必要がある。知識源としての大学の利用が説明変数の鍵となるが，先と

同様，企業側は把握できているが，分析者が捉えることのできない企業の戦

略が誤差項に含まれることで，同変数と誤差項が相関している可能性が高い。

例えば，大きな成果を期待できるプロジェクトを行っている企業ほど大学の

知識を利用する傾向にある場合，この大きなプロジェクトの存在を分析者が

把握し，説明変数に加えることができれば問題ないが，データとして捉える

ことができず説明変数から除かれると，各説明変数の係数が過剰もしくは過

少に推定されることが指摘されている（Griliches & Mairesse, １９８５）。
そこで本稿では内生性の問題に対処するため，産業レベルでの大学の知識

活用の平均値を操作変数とする，操作変数法を用いて推定を行った。具体的

にはJ-NIS２００９に回答した企業全社に対し，産業別に大学の知識を活用した企
業の割合を計算した。望ましい操作変数の性質として，①内生変数である説

明変数との相関は強いが，②先に示した変数化されていない企業の戦略と相

関しないことが挙げられる。①については，大学の知識を利用する傾向にあ

る産業に属する企業の方が大学の知識にアクセスする確率は高いと直感的に

考えられる。実際に，大学の知識活用の有無を被説明変数，産業レベルでの
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大学の知識利用の平均値および第１段階で外生と仮定した変数を説明変数に

用いてプロビット分析を行ったところ，産業レベルでの大学の知識利用の平

均値は１％水準で有意という結果が得られた。

他方，産業レベルでの大学の知識活用は企業の外で決定している以上，企

業の戦略とは独立しているはずである。企業側からみても，産業内の全社を

ライバルと見做しているのではなく，一部の企業（競合他社）をベンチマーク

に行動すると想定されるため，産業レベルでの大学の知識利用の度合いが１

つの企業の戦略に影響を及ぼすという状況は現実的ではない。

この他，先に外生変数と仮定した売上高（対数），内部研究開発費売上高比

率，大学以外に利用した知識源の数，法的保護の有効性，戦略的手段の有効

性を用いて，２段階推定における誘導形を作成した。ただし，本稿のような

被説明変数および内生性の疑いのある変数がともに離散値の場合，Heckman
（１９７９）が提唱した２段階推定法では一致推定量が得られないことが指摘され

ている（Wooldrodge, ２００２）。この問題に対応するため，本稿ではCohen（２０１０）
に基づき構築した推定モデルと，上で示した内生変数に対する誘導形のモデ

ルを同時に推定した。

Ⅳ　結　　果

　１．隘路と大学の知識へのアクセスの関係

　表５にイノベーション活動の隘路と大学の知識へのアクセスの関係につい

て推定した結果を示した。売上高（対数），内部研究開発費売上高比率，法的

保護の有効性，戦略的手段の有効性で統計的に有意な数値が得られている。

売上高（対数）および内部研究開発費売上高比率の係数は正であるため，売上

高の値が大きな企業ほど，また研究開発活動が活発なほど，イノベーション

活動において大学の知識を活用している傾向にある。

法的保護の有効性の係数についても正の符号が得られている。したがって，

実現したイノベーションから得られる収益を確保するにあたって，法的保護

が有効な企業ほど大学の知識を活用している状況にある。これは法的保護を

受けることで，排他的に製品・サービスを提供できる環境が大学の知識利用
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を促進させることを示唆している。また，戦略的手段の有効性の係数につい

ても正の符号で有意となっている。つまり，競合他社に先駆けた製品・サー

ビスの市場への投入や，生産方法や製品設計の複雑化による模倣対策，技術

的ノウハウの秘匿の徹底などの取り組みが，大学の知識へのアクセスを促進

させることが示されている。

産業ダミーを確認すると，ローテク産業ではほとんどの係数は０に近く，

ミディアム・ローテク産業以上の技術レベルを示す産業において大学へのア

クセスは正で有意な関係を示している。やはり技術レベルが高い産業におい

て大学を活用する傾向にある。また，サービス業ダミーでは負の係数が現れ

ているが，統計的に有意な数値ではない。さらに，国内の市場規模が拡大し

ている場合に，より大学へアクセスしていることがわかる。拡大する市場の

獲得を狙って，新製品の開発に着手するケースなどが想定される。

次にイノベーションの隘路と大学の知識利用の関係を確認していく。表５

からは本研究で取り上げた５つの隘路のうち，資金面での隘路，技術ノウハ

ウに関する隘路，新製品・サービスの需要に関する隘路に直面した場合，企

業は大学の知識にアクセスする傾向にあることが示された。一方，統計的な

有意はついてないため確定的な議論はできないものの，人材に関する隘路に

直面した場合には係数がマイナスとなっている。適切な能力を持つ人材が不

足している時には，大学へのアクセス頻度が低くなる可能性がある。

最後に，大学以外の知識源の活用状況との関係を見てみると，正で有意と

なっていることから，大学の知識へアクセスするような企業は他にも様々な

知識源へアクセスしている様子が伺える。

　２．大学の知識へのアクセスとイノベーションの成果の関係

ここからは，大学の知識へのアクセスとプロダクト・イノベーションの技

術的優位性および収益割合の関係を推定したモデルの結果を示す。まず表６

に，どのような隘路に直面したかは関係なく全てのサンプルにおける推定結

果を示す。この表から，大学の知識へのアクセスは，プロダクト・イノベー

ションの技術的優位性を築くのに正の効果があることが確認できる。一方，

プロダクト・イノベーションの収益割合との関係からは負の効果が現れてい
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る。文字通り，大学の知識へのアクセスは，企業におけるイノベーションの

収益化にマイナスの影響があることを示している。

この結果と全く逆の傾向を示しているのが，大学以外の知識源のアクセス

数である。表５からは，大学以外の知識源へのアクセスが多様になるほど，

技術的な成果は得られなくなる傾向が現れている。一方，収益割合の面では

正で有意な結果が示されている。このことから，外部知識源へのアクセスの

多様性がプロダクト・イノベーションの収益割合にポジティブな影響を与え

ていると言える。

収益確保ダミーからは，戦略的な手段の採用が技術面，収益割合面の両面

でポジティブな結果となった。競争ダミー，産業ダミーの結果については，
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表５　隘路と大学の知識へのアクセスに関する推定結果

大学の知識活用の有無
（probit model）

標準偏差推定値標準偏差推定値

０.０３００.０９２***０.０２９０.０９８***売上高（対数）

０.６９２１.２２１*０.６８４１.３７３**内部研究開発費売上高比率

０.０３３０.２４６***０.０３２０.２４２***大学以外に利用した知識源の数

０.１０５０.５４６***０.１０４０.５５１***法的保護の有効性

０.１１３０.２２２**０.１１１０.２３７**戦略的手段の有効性

０.１６３-０.１１競合他社数Ⅱ

０.１７３-０.２９*競合他社数Ⅲ

０.２０８０.００競合他社数Ⅳ

０.１６４-０.１８競合他社数Ⅴ

０.１２１０.２５２**市場規模拡大の有無

０.１４７-０.００４０.１４５０.０１６ローテク製造業

０.１５２０.２７３*０.１４９０.３１６**ミディアム・ローテク製造業

０.１４３０.２４９*０.１３９０.２９８**ミディアム・ハイテク製造業

０.１６６０.２７４*０.１６１０.３３３**ハイテク製造業

０.２９９-０.２６３０.２９８-０.２４４ハイテクサービス業

０.１２９０.２９５**０.１２８０.３１９**資金的な要因

０.１２１-０.０９８０.１２０-０.１０３人材に関する要因

０.１２２０.２１５*０.１２１０.２１５*技術的な要因

０.２４８０.２５１０.２４６０.２２０規制に関する要因

０.１０５０.１７６*０.１０５０.１８８*新製品・サービスの需要に関する要因

０.３０４-２.７０６***０.２８３-２.８８１***定数項

-４６０.７２８-４６５.１５８対数尤度

０.２３９０.２３１Pseudo R２
１００１標本数
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隘路別のサンプルを用いた分析結果とともに述べる。

次に，イノベーション活動において直面した隘路別に，大学の知識を利用

することが技術的な優位性に結び付いたかどうかを検討する。表７に示した

通り，技術ノウハウに関する隘路に直面した企業が大学の知識を利用した場

合は，技術的な成果を得られる傾向にあることがわかった。表５では，技術

ノウハウ面での隘路を持つ企業は，より大学の知識へアクセスする傾向にあ

ることが示された。したがってこのような隘路を持つ企業は，積極的に大学

の知識を利用し，実際に技術的な成果を挙げていると思われる。ただし表５

では，資金面，需要面に関する隘路に直面した企業も積極的に大学の知識源

を利用する傾向が示されたが，このようなケースでは技術的な優位性を確保

できるとは必ずしも言えない結果となった。また，人材面での隘路に直面し

た企業においても，大学へのアクセスが技術的優位性に結びつくとは言えな

い結果となった。これらの結果についても次節で述べる。

表６　大学の知識へのアクセスとアウトカムの推定結果

プロダクト・イノベー
ションの収益割合
（orderd logit model）

技術的優位性
（orderd logit model）

標準偏差推定値標準偏差推定値

０.２０９-０.９２７***０.２７４０.９００***大学の知識活用の有無

０.０２１-０.０３１０.０２１０.００１売上高（対数）

０.５４３０.３４９０.５５７０.２３６内部研究開発費売上高比率

０.０２７０.１０４***０.０３１-０.０６８**大学以外の知識源の数

０.０８７０.１２２０.０９４０.１１３収益確保ダミー（法的手段）

０.０８００.１８７**０.０８１０.２７８***収益確保ダミー（戦略的手段）

０.１２１０.２８１**０.１１７-０.０６６競争ダミー（競合他社３〜５社）

０.１２９０.２４６*０.１２６-０.０３８競争ダミー（競合他社６〜１０社）

０.１５５０.３６５**０.１５４-０.１１７競争ダミー（競合他社１１〜２０社）

０.１２００.０２３０.１１９-０.２０９*競争ダミー（競合他社２１社以上）

０.０９６０.２５１***０.０９６０.０７２国内市場規模拡大ダミー

０.１０１-０.０３２０.１０２０.０３０製造業ダミー（ローテク）

０.１１４-０.１１８０.１１５０.１３９製造業ダミー（ミディアムテク）

０.１０５０.１４５０.１０４０.１４０製造業ダミー（ミディアム-ハイテク）
０.１２１０.３０９**０.１２１０.０８３製造業ダミー（ハイテク）

０.２０３０.２３８０.１９５０.２７５サービス業ダミー（ハイテク）

-１９８１.１９２-１８４４.７７２対数尤度

０.０２００.０４４Pseudo R２
１００１標本数
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市場構造に関するダミーとして挿入した競合他社の数に関する傾向を見て

みると，全体的に競合他社の数が多いほど負の係数が大きく，かつ統計的に

有意となる傾向にある。これは，同一市場内における競合他社数が多いほど，

企業が直面する隘路の内容を問わず，技術的優位性を築くことが難しいこと

を意味している。

法的保護および戦略的手段の有効性について見てみると，需要の不確実性

の隘路に直面したグループにおいて正で有意となっている。市場に近いとこ

ろにおけるこれらの保護手段の採用が，技術的優位性に効果を発揮している

と考えられる。

次に，隘路別に見た大学の知識の利用の有無とイノベーションの収益割合

の関係を確認する（表８）。技術的な隘路に直面した企業，人材不足の隘路に

直面した企業，新製品・サービスの需要の不確実性に直面した企業にとって，

大学の知識を利用することは負の経済的効果がある可能性が示唆された。つ

まり，このような企業にとっては，大学の知識を利用せずに実現したイノベー

ションの方が，収益面での成功につながる可能性があるという結果が提示さ

れた。また，表７では技術面での隘路に直面した企業が大学の知識を利用す

ることによって技術的優位性を獲得するに至っていることが示されたが，そ

のようなケースにおいても，大学の知識の利用は，少なくともすぐには経済

的な成果には直結しない可能性が示された。ただし，資金的な隘路に直面し

た企業だけは，正で有意な結果が得られた。

産業ダミーでは，全体的にハイテクになるにしたがって，係数は正で有意

となる傾向が出ている。技術的に高度な産業になるにしたがって，プロダク

ト・イノベーションからの収益割合が高くなるのは，イノベーションの性質

から見て自然なことと思われる。

法的保護の有効性としては，資金不足に直面した企業のみが負となった。

資金不足に直面した中での法的保護は，プロダクト・イノベーションからの

収益割合の向上には寄与しないという結果が示された。一方，資金面，需要

面での隘路に直面した企業にとって，戦略的手段の採用はプロダクト・イノ

ベーションの収益割合に正の効果があるという結果となった。
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表
７
　
隘
路
別
に
見
た
技
術
的
優
位
性
の
推
定
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果
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術
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t m
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・
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推
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推
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０
.３６
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０
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０
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０
.８０
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０
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０
.６２
３

０
.４１
０
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０
.０３
６

０
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.００
５

０
.０４
２

-０
.００
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０
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２
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０
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０
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。
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推
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推
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０
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０
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-０
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-０
.０２
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０
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.０２
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.１５
３

０
.１６
３

０
.１５
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０
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０

０
.１８
７

０
.２４
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６
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Ⅴ　まとめと考察

本研究では，プロダクト・イノベーションを実現した企業が，どのような

隘路に直面した時に大学の知識にアクセスしているのか，また大学の知識が

どのようにイノベーションの成果に影響を及ぼしているのかについて探索を

行った。推定結果より，下記の３点が明らかになった。

　１．イノベーション活動における隘路と大学へのアクセスの関係

　表５より，日本の企業はイノベーション活動における資金面，技術ノウハ

ウ面，市場の需要面における隘路に直面した時，大学の知識を利用していた。

企業は解決の糸口となる知識を持つ可能性のある大学の研究室を見つけ出し

アクセスしていることが考えられる。

企業はイノベーションの創出を目指す活動の中で，様々な問題に直面する。

技術ノウハウの不足や需要の不確実性の問題に対しては，大学に蓄積する技

術やスキルを積極的に活用することで対応していく企業の姿勢が伺える。一

般に，外部組織の知識を活用する場合，一定のサーチコストが発生する（Li, 
Eden, Hittほか, ２００８; Kang & Kang, ２００９）。企業は，このコストを上回る成果
が得られると判断した場合に，大学へのアクセスに踏み切ると考えられる。

需要の不確実性に直面した場合には，例えば，大学協力の下，試作品を作る

などして顧客の創造に努めるケースなども考えられる（野村総合研究所，

２００５）。日本の産学連携活動が活性化した１９９０年代後半以降，大学は企業に対

する窓口を一元化しワンストップサービスを提供したり，TLO等と連携して
積極的にマーケティング活動を展開していることも，こうした隘路に直面し

た企業のサーチングコストを押し下げている可能性がある（渡部，２００９）。

ただし表５では，適切な能力を持つ人材が不足している時には，大学への

アクセス頻度が低くなる可能性が示された。上述したサーチ活動を行えるよ

うな適切な能力を持った人材が社内にいない場合には，大学へアクセスする

という行動も起こせない可能性が示唆される。企業の研究開発の狙いは技術

の不確実性と複雑化を解消するためにあるものの（Bayona, Garca-Marco & 
Huerta, ２００１），これを達成するためには企業には一定の内部知識と人材が必
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要とされる。

　２．隘路別に見た大学の知識の技術的効果

　表７より，技術ノウハウに関する隘路に直面した企業が大学の知識を利用

した場合に，技術的な優位性が得られる傾向にあった。ただし，企業が直面

する隘路の内容を問わず，競合他社数が多いほど技術的優位性を築くことが

難しくなっていた。

これまでは，イノベーション活動において技術的なボトルネックを抱えた

企業は，大学に限らず様々な外部知識に活発にアクセスし，技術的優位性を

実現しているのではないかと考えられた。しかし表７からは，全てのアクセ

ス先から有用な知識を得て，技術的課題の解決へとつなげている訳ではない

ことがわかった。表６における「大学以外の知識源の数」を見ると，技術的優

位性に対しマイナスの係数が現れている。これは全ての隘路において見られ

ることであり，特に資金面の隘路では統計的にも有意となっている。つまり，

技術的隘路に直面した時の大学の知識は技術的成果をもたらす一方，それ以

外の知識へのアクセスを多様に行っても技術的成果にはつながりにくいこと

を示唆している。つまり，企業は技術的優位を獲得するために大学の知識を

活用し，新製品の収益拡大のために大学以外の知識を活用すると，より成果

につながりやすい傾向にある。

このことについて，企業の外部知識と内部知識のバランスについて調べた

Berchicci（２０１３）は，ある点までは企業は外部知識を効果的に活用し成果を高
める一方，その点を超える量の外部知識は企業のイノベーションのパフォー

マンスを低下させると報告した。すなわち，外部知識の量とイノベーション

のパフォーマンスは，逆U字の関係にあるとした。同様に，Kang & Kang（２００９）
は共同研究数とイノベーションのパフォーマンスを調査した結果，これらは

逆U字型の関係にあることを示した。これらの先行研究と本研究の結果を一
概に比較することはできないが，企業が技術ノウハウに関する隘路に直面し

た時，やみくもに多様な知識を取り込むことは効果的ではないことが反映さ

れた結果ではないかと思われる。
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　３．隘路別に見た大学の知識の経済的効果

　表８より，大学の知識利用とプロダクト・イノベーションからの収益割合

の関係からは，イノベーション活動において資金不足に直面した場合に正で

有意な結果が得られた。逆にその他の隘路においては大学の知識を利用しな

い方がイノベーションの収益割合の増加につながる可能性が示唆された。こ

の理由について次の３点の角度から整理する。

１つ目として，産学連携の目的の達成度は，具体的な技術的問題の解決を

目的とする場合に比べて，R&Dの費用や時間の節約を目的とする場合の方が
高いという研究報告がある（岡室，２００６）。また，元橋（２００３）によると，外部

連携の効果として，自社単独でも行える研究のコスト削減を挙げる企業が一

定数存在していることがわかる。特に基礎研究は，一企業が単独で実施する

ことが難しく，コンソーシアム等を組んで共同で研究する例も少なくなく，

大学もコンソーシアムに参加し，中心的な役割を担う場合が多い（Gibson, 
Kehoe & Lee, １９９４）。このように多くの企業が他の組織と研究開発費をシェア
することで費用の削減に努めている（Okamuro，２００７）。つまり，コスト削減
を目的とした企業が大学の知識へアクセスし，実際にその成果を挙げている

と考えられる。

２つ目として，表８において資金面以外の隘路で負の関係が現れているこ

とについては，大学以外の知識源の数がヒントとなる。表８におけるこの係

数が全ての隘路において正で有意となっている。つまり，大学以外の知への

アクセスが多様なほどプロダクト・イノベーションの収益割合は高まること

を示している。つまり，企業は技術的優位を獲得するために大学の知識を活

用し，新製品の収益拡大のために大学外の知識を活用していると考えられる。

Becker & Dietz（２００４）は，どの知識源が企業のプロダクト・イノベーション
の成功に寄与しているかを検証した結果，サプライヤーからの知識は影響が

なく，ユーザや競合他社からの知識は正の効果があった。一方，大学等から

の知識は，プロダクト・イノベーションにネガティブの効果を与えていた。

本研究の結果は，この結果と一定の整合性を示している。改めて企業は，直

面する隘路や目標（技術的優位や収益）によって，外部知識へのアクセスを効

果的に使い分けることが期待される。
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３つ目として，大学の知識源にアクセスするような研究開発の場合，技術

的な指標による高い目標設定がなされる場合が多い。実際に本研究の結果か

らは，技術的な隘路に直面している企業ほど大学の知識にアクセスし，かつ

技術的優位性を獲得しているという傾向が示されている。したがって，この

ような企業ほど技術的にハイエンドな製品開発をターゲットにしている可能

性があり，本研究の産業分類の変数もその傾向を示している。

また，本研究で用いたJ-NIS２００９は単年度のデータであるため，イノベー
ションが企業に及ぼすダイナミックな影響を捉えることができない。そのた

め，収益面の成果については，２００６‐２００８年度の３年間に限定したものとな

る。加えて，プロダクト・イノベーションを実現した時期を特定することが

できないため，２００６年度の前半したものと２００８年度の後半に実現したものを

同等に扱うことになる。これらが影響し，収益面の成果についてバイアスの

ある結果となった可能性が考えられる。これらの問題点に対処するには，英

国で実施されたSPRUといった，個別の製品・サービスに着目し，長期的な動
向を捉えるデータベースを用いる必要がある。このイノベーションが企業に

及ぼすダイナミックな影響を加味した分析については，今後の課題である。
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